職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討　一一「企業の予防法務」の視点から一一 by 吉川 英一郎




































































































































































































































































































































































































































































































































































































































後掲一覧表の判例のうち， (4)， (5・u・50・51)，(7)， (8)， (9)， (10)， 















( 3 )， (25・42・49)，(62)のH牛である。
e 環境型系悪口雑言型:多数の男性同僚が女性に侮蔑的悪口雑言を浴ぴ
せるもの。






































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































16判決 号60頁， 交遊が乱脈であるかのごとき発言 て165万円の





(4) a十 労判 655 靴製造販売会社セントラル靴側 ×判決は未払











( 5) a十 労判 650 土木建築請負会社(被告)の代表 080万円支払 民法709
金沢地裁 号8頁 取締役Y(被告)の居宅で家政婦 を命令。解雇 条.44条








( 6) b十 判時 清水建設側(被告Y1)の子会社側 ×原告の請求
横浜地裁 1539号 テクネット(被告Y2)の女性従業 を棄却。(*な
H7・3・ 111頁; 員(原告)がその上司たる営業所 お控訴審で逆










(7) a + 'fiJタ893 母子家庭にあって高校を卒業し社 0一部認容: 不法行為
大阪地裁 号203頁 会人となった運送会社の女性事務 50万円の支払 とのみ言









(8) a十 やlタ 社団法人たる建設業振興会の女性 。一部認容: 民法709
奈良地裁 903号163 職員(原告)が振興会の理事(被 110万円の支 条。








(9) a十 事l時 小学校の女性教師(原告)が勤務 0一部認容: 不法行為
東京地裁 1577号 先の小学校の校長(被告)から狼 原告主張の猿 とのみ言
八王子支 100頁; 薮な行為(中学校見学の終了後居 察行為の一部 及(民法
部H8・ 労判 707 酒屋に寄った帰りに被告は性器を を認定し，校 709条・
4・15判 号95頁 露出したうえ原告に性器を握らせ 長に対し50万 710条と





(10) a十 やj時1589 葬祭を業とする会社(被告)の女 0一部認容: 不法行為
大阪地裁 号92頁 性従業員(原告)が，運転勤務中 会社と会長に とのみ言
H8・4・ に助子席に同乗している同社会長 対し連帯して 及(民法






(1) a + やlタ933 中古自動車販売会社(被告)の女 O一部認容: 不法行為
札幌地裁 号172頁 性事務員(原告)が，同社代表取 会社と代表取 とのみ言
H8・5・ 締役(被告)から， rそろそろやら 締役に対し連 及(民法






(12) e十 判時1623 民間労働組合組織たる連合滋賀 x Y3の暴力











(13) cf 労判707 タクシ一会社の配車業務に従事し 0地位保全仮
徳島地裁 号91頁 ていた女性社員3人が，上司たる 処分，賃金仮











(14) a十 やlタ 土木建築請負会社(控訴人・一審 0原審を変 民法709
名古屋高 950号193 被告)の代表取締役Y (控訴人・ 更:第一審被 条， 44条
裁金沢支 頁;労判 一審被告)の居宅で家政婦の仕事 告らに138万 I項。




→( 5 ) スラックスに子をかけて下着もろ 権の濫用は認






(15) a + 労判 707 広告代理業を営む会社(被告)の 0一部認容: 民法709






(16) 判時 女性研究補助員(原告・反訴被告) ×本訴原告の
秋田地裁 1629号 が，教授(被告・反訴原告)と学 請求を棄却，
H9・1・ 121頁; 会のため出張した折，ホテルの室 反訴原告の請
28判決 労判 716 内で教授によってベッドに押し倒 求を一部認
→(40)事 号 106頁 され，身体を触られたとして慰謝 容:50万円の
件参照 (ダ) 料の支払を求めた事案。逆に被告 支払命令。
は原告に名誉駿損による慰謝料支 (*なお控訴
払を請求する反訴を提起。 審で逆転)
(17) c十 労判 716 人材派遣会社に勤務する女性(原 0一部認容: 不法行為
東京地裁 号 105頁 告)が，その派遣先会社の同僚数 損害合計額 とのみ言
H9・1・ (ダ) 名と原告の歓迎会で飲酒し，男性 210万余円の 及(民法
31判決 同僚(被告)がタクシーで自宅ま うち 1/4を過 709条・







(18) c 労判 713 西日本鉄道(被告)に勤務するパ 0猿重量行為の












(19) a十 やjタ 会社(被告)の女性従業員(原告) 0一部認容: 不法行為
東京地裁 947号228 が当該会社の代表取締役(被告) 会社と代表取 とのみ言
H9・2・ 夏;労判 から尻を触られる，抱きっかれる， 締役に対し， 及(民法
28~可決 718号 89 生理についてしつこく尋ねられる 連帯して100 709条・





(20) a ート 労判 717 市議会議員であり土木建築会社 0一部認容: 民法709
旭川地裁 号42頁 (被告)の代表取締役たる男性(被 会社と代表取 条， 44条










(21) 判時 セクハラ問題等が契機となって京 0原告の請求
京都地裁 1634号 都大学の教授職を辞した男性(原 を棄却
H9・3・ 110頁; 告)が，同大学の女性教官(被告)




(22)cf十 'fIJタ 原告Xは呉服販売会社(被告Y1) 0一部認容: 民法709
京都地裁 951号214 の従業員女性。当該会社で女性更 被告Y2に対 条，715条，
H9・4・ 頁;労判 衣室がビデオカメラで隠し撮りさ し139万余円， 415条。
52一一第14巻3・4号











(23) 判時1638 実業団バドミントン部の女性選手 0一部認容: 民法709





(24) b + 判時1637 国立病院の女性職員(原告)か上 。一部認容: 不法行為
神戸地裁 号85頁; 司たる男性(被告)から，職場に 男性上司と国 とのみ言
H9・7・ 労判 726 おいて乳房を掴んだり乳首を吸っ に120万円の 及(民法







(25) d + やlタ995 中学校男性教師(被告)が同僚女 0一部認容: 民法709
大阪地裁 号203頁， 性教師(原告)に対して職場内で 50万円の支払 条。





(26) c + やj時 農協連合会(被告)が経営する病 0一部認容: 民法709
津地裁 1648号 院に勤務する看護婦2名(原告) 原告2名に各 条，415条。
H 9.11・ 125頁; が上司にあたる看護士(被告)か 55万円の支払







(27) b + 判時1673 清水建設株式会社(被控訴人・一 0一部認容: 民法709
東京高裁 号89頁; 審被告Y1)の子会社側テクネット Y2及ぴY3 条，715条。
H9・1・ 判タ (被控訴人・一審被告Y2)の女性 に対して275
20判決 1011号 従業員(控訴人・原告)がその上 万円の支払命










(28) a + 判時1640 参議院議員(被告)が女性私設秘 O一部認容: 不法行為
東京地裁 号138頁 書(原告)に対し議員会館の事務 180万円の支 とのみ言






(29) e十 判時 野菜等仲卸業者(被告)の女性従 0一部認容: 民法709
和歌山地 1658号 業員(原告)が同社の取締役ら(被 取締役らと会 条，715条。
裁H10・ 143頁① 告)から継続的に「おばん，ばば 社に対し110
3 .11判 事件;労 あ， くそばばあ」などと呼ばれ， 万円の支払命






(30) a + 判時1658 宗教法人たる寺(被告)の女性職 x r社会的許
京都地裁 号143頁 員(原告)が，同寺の代表役員(被 容範囲Jとし









(31) c + 労判 770 神奈川県立外語短期大学の女性専 0原告の請求
横浜地裁 号135頁 イ壬講師Y(被告)が，同短期大学 を棄却。 (X1
川崎支部 ( {参考・ の教授X1(原告)，名誉教授X2(原 のセクハラ事
H10・3・ 原審判 告)，助教授X3(原告)の行動に 実につき「真
20判決 決〉とし 関して，教授会で発言し，また神 にあったかは










(32) a + 判時1658 不動産会社(被告)の女性従業員 0認容:取締 不法行為
千葉地裁 号 143頁 (原告)が，同社の代表取締役(被 役らと会社に とのみ言
H10・3・ ③事件; 告)によってモーテルに連れ込ま 対し330万円 及(民法
26判決 労判 748 れたうえ性交渉を強要され，翌日 の支払命令。 709条・





(33) ヰヨlタ976 創価学会の幹部であった女性(原 ×原告の請求













(34) b + 労判749 香料会社(被告)に勤務する女性 ×セクハラの









(35) 'IJタ1057 大学助教授(被告)がコンパの二 0一部認容: 不法行為
津地裁 号206頁 次会のカラオケボックスにおいて 女子学生に馬 とのみ言
H10・10・ ( {参考・ 学生の面前でトランクス 1枚の姿 乗りになった 及(民法
15判決 原審判 で歌を歌い，また女子学生(原告) 行為につき3 709条・
→(56)事 決〉とし に馬乗りになった。後日当該行為 万円の支払を 710と推




(36) c十 労判756 協同組合(被告)の女性従業員(原 ×原告の請求





(37) a + 労判754 歯科材料販売会社(被告)の従業 0一部認容: 民法709







(38) 判時1682 女子高生X1(本訴原告)が会社 0一部認容: 不法行為
56一一第14巻3・4号
東京地裁 号6頁 Y2 (本訴被告・反訴原告)経営の 60万円の支払 とのみ言
H10・1・ 学習塾で会社代表取締役Y1(本訴 いを被告らに 及(民法














(39) c 労判751 コンビュータ・メンテナンスを業 C懲戒解雇は








(40) 判時 女性研究補助員(原告・控訴人) 0原審を変 不法行為
仙台高裁 1681号 が，教授(被告・被控訴人)と学 更:被控訴人 とのみ言
秋田支部 112頁; 会のため出張した折，ホテルの室 に180万円の 及(民法
H10・12・ 労判756 内で教授によってベッドに押し倒 支払を命令。 709条・








(41) c十 やl時 原告は佐川急便株式会社の女性従 0男性同僚と 民法709
大阪地裁 1687号 業員で，職場外の欽み会の場所で会社に対し連条，715条。|
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討一一57
H10・12・ 104頁; あるカラオケボックスにおいて男 帯し110万円







(42) d十 労判 767 中学校男性教師(被告・控訴人) 0原審を変 民法709






(43) b + 労判 768 原告は設計会社の女性 CADオベ 0人格権侵害 民法709
千葉地裁 号87頁 レーター。男性上司(被告)の性 を認定:80万 条，710条。




(44)bf十 労判 760 男性上司A及ぴB (共に被告)か 0上司及ぴ会 不法行為
静岡地裁 号38頁 ら性的な言いより・誹誘中傷を受 社の不法行為 とのみ言
沼津支部 けた女性部下(原告)が事実を会 責任と解雇権 及(民法
H11・2・ 社常務に訴えたところ逆に解雇さ 濫用を認定: 709条・





(45)bf+ 労判 760 会社は，男性上司の女性部下(原 0解雇権濫用， 民法709
東京地裁 号23頁 告)に対する性的な言いよりを， 不法行為を認 条， 44条








(46) a + 労判 772 発毛・育毛サービス業Y1社(被 ×原告の請求
東京地裁 号84頁 告)の支底責任者たる女性X(原 を棄却。











(47) 判時 東北大学大学院生(原告)がその 0人格権侵害 民法709
仙台地裁 1705号 指導教官であった助教授(被告) を認定;750 条，710条。
Hll・5・ 135頁; から性的嫌がらせを受け精神的苦 万円の支払命




(48) c + 労判 770 神奈川県立外語短期大学の専任講 ×原告請求棄























(49) d十 労判 767 中学校男性教師Yが同僚女性教師 0上告棄却・
最高裁2 号18頁 Xに対して職場内で性的な内容を 上告審として
含む誹誘中傷をし，人格権の侵害 不受理。
H11・6・ にあたるとされた事案(大阪高裁




(50) a十 労判 767 会社(上告人)の代表取締役Y(上 OYらの上告 民法709




→( 5 ) 10・30判決)の上告審。被上告人
(14) (51) X(一審原告)は不法行為に基づ
事件参照 く損害賠償を請求。
(51) a 労判 767 上記(50)事案においてX(上告人) xXの上告を




→( 5 ) 
(14) (50) 
事件参照
(52) や1];タ 創価学会の幹部であった女性(原 ×控訴を棄却。
東京高裁 1017号 告・控訴人)が昭和48年・ 58年，
















(53) a十 判時1706 外資系銀行パンク・オブ・インディ 0一部認容・ 民法709
東京地裁 号146頁， ア(被告)の女性従業員(原告) 被告ら連帯し 条， 715 
Hll・10・ 判タ1032 が支窟長(被告)に強姦され，ま て2人の原告 条。
27判決 号 172頁 た別の女性従業員(原告)が胸を それぞれに
(1065号 触られる等の狼義行為を受けたと 330万円及び
370頁に いう事案。支庖長の不法行為責任 77万円を支払
解説) 及び銀行の使用者責任が争われた。 z、こ ζレメ叩入ノCロh。
(54) a + 判時1735 大阪府の横山ノック元知事(被告) 0認容:1100 民法709
大阪地裁 号96頁 が知事選の選挙運動中にアルパイ 万円の支払命 条， 710 






(5) a十 判時1743 準看護婦(原告)が，勤務先の病 0一部認容: 民法709






(56) やlタ1057 大学助教授(1審被告・被控訴人・ 0一部認容: 不法行為
名古屋高 号199頁 附帯控訴人)がコンパの二次会の 90万円の支払 とのみ言
裁H12・ カラオケボックスにおいて学生の 命令 (3万円 及(民法
1・26判 面前でトランクス 1枚の姿で歌を の支払を命じ 709条・
決 歌い，また女子学生(l審原告・ た原判決を変 710条と












(57) a斗 判時1734 マンション維持管理会社(被告・ 0一部認容: 不法行為
東京地裁 号140頁 反訴原告)の女性元従業員(原告・ 301万余円の とのみ言











(58) a十 労判789 建築請負・不動産売買・リフォー ×セクハラ行
東京地裁 号79頁 ム事業の会社(被告)から試用期 為といえるも







(59) b 労判796 不動産管理等を業とする会社(債 ×債権者の就
大阪地裁 号87頁 務者)に住み込みの寮母として雇 労拒絶に正当







(60) c 労判789 被告観光パス会社(被告)の運転 0本件解雇は











(61) c 労判 796 平成8年東京都教育委員会(被告) 0原告の行動
東京地裁 号84頁 に1年間の条件付で採用された教 は相当'生を欠








(62) d + やj時1734 松戸市議会の男性議員(甲事件被 0甲事件につ 不法行為
千葉地裁 号82頁 告・乙事件原告)が市役所議会棟 き一部認容， とのみ言
松戸支部 において女性議員(甲事件原告・ 40万円の支払。 及(民法
H12・8・ 乙事件被告)に「男いらずJと発 乙事件につき 709条・








(63) b 判時1744 複数の女性部下に対し，デートに 0解雇に合理
東京地裁 号137頁， 誘う.r貴方を抱きたい」との電子 性があるとし





(64) 判時1749 市立中学の女子生徒が非行グルー 。一部認容・











(65) やj時1756 大学の学科専攻主任の教授(本訴 0本訴請求，















(6) b十 判時1754 日本銀行(被告)京都支庖の女性 0一部認容: 不法行為
京都地裁 号125頁 行員(原告)が同支底長(被告) 被告らに連帯 とのみ言
H13・3・ から夕食に誘われ，その後ホテル して676万余 及(民法










(67)cf+ 労判808 自動車販売修理会社(被告)の営 0一部認容: 雇用契約
64一一第14巻3・4号
仙台地裁 号13頁 業職女性(原告)が，女子トイレ 被告会社に 上の義務
H13・3・ 内の掃除用具置場に覗き見目的で 350万円の支 とのみ言











(68) 判時1759 大学院医学研究科の院生である女 0一部認容: 不法行為
千葉地裁 号89頁 性(原告)は， 日本神経学会総会 被告に330万 とのみ言
H13・7・ で発表を行うため，指導教官であ 円の支払を命 及(民法












































( 2 ) 本稿では詳しく触れないが，同性同士のセクシュアル・ハラスメント問題につ
いて，米国では連邦最高裁が，雇用差別を禁じる1964年公民権法タイトルセブン違
反の違法な性差別であると認めている。 Oncalev. Sundowner Offshore Servic四，
Inc.， 523 U. S. 75， 118 S. Ct. 998， 140 L. Ed. 2d 201 (1998).中窪裕也「アメリカにお
けるセクシュアル・ハラスメント法理の新展開ー使用者の責任に関する連邦最高裁
判決の意義」ジュリスト1147号 (1998年)10頁， 11頁。
























の取り組みに向けてJ立教法学45号 (1996年)144頁， 194頁・ 204頁及び205頁。
( 8 ) 国際女性の地位協会編『女性関連法データブック』有斐閣 (1998年) 7頁及ぴ
247頁。






























『知らないと大変 会社のセクハラ防止 ABCj税務経理協会 (1999年)，岩瀬孝『職
場のセクハラ防止ポイント解説~職場慣行・意識の変革』社会経済生産性本部生産
性労働情報センター (1999年)，日経連出版部編『セクハラ防止人事マニュアル』日
















































1991年改正法 (Section1981A (a) of Title 42 of the U. S. Code)によって「填補的






























(19) 1964年公民権法タイトルセブンの1991年改正法(Section1981A (b) of Title 42 







































































































クハラ訴訟必勝ガイドjILS Publications， Inc. (1999年)82頁に再録)，平義克己「ア
メリカのセクハラ事情と雇用者責任」法学セミナー502号4頁 (1996年)，金子・前






















ある275社 ない18社 その他10社 合計303社
2) 社内セクハラの防止のために苦情相談の体制があるか
ある291社 ない6社 その他6社 合計303社
3) 社内セクハラに関し専門家によるカウンセリング・心理的ケアの体制があるか
ある144社 ない119社 その他39社 合計302社
4) 最近3年間に社内セクハラが発生したことがあるか
ある129社 ない160社 その他1社 合計300社
5) 最近3年間に社内セクハラが発生し，会社として何か対応をしたことがあるか
した129社 してない98社 その他27社 合計254社
http://wwwl.neweb.ne.jp/wa/kabuombu/danjyo叩 kert.h凶
(26) 例えば. ["朝日ライフ SRI社会貢献ファンドJ(愛称:あすのはね)
http://www.alamco.co.jpん
キリスト教系のファンドが倫理に反する酒・たばこの会社へは投資しないという





































































































(41) 使用者責任を問うた事案とその成否 [O(成)x (否)で表した]: (10) (30) 
(4 x) (50) (6 x) (100) (110) (140) (150) (190) (200) (220) (240) (26x但
し債務不履行責任認定)(270) (290) (30x) (320) (34x) (36x) (370) (410) (44 
0) (450) (500) (530) (570) (58x) (660)。使用者責任が認められた事例22件のう
ち民法715条によったものは11件:(3) (10) (15) (22) (24) (27) (29) (41) (44) (53) 
(66)， 44条 1項によったものも11件:(1) ( 5 ) (11) (14) (19) (20) (32) (37) (45) (50) 
(57) [但し(5 ) (14) (50)は同一事案]。
(42) 職務上の地位の利用と法人の責任について，山崎・前掲注(12)186頁及ぴ191頁。
(43) 例えば，金子雅臣/高橋ー修/中島通子/山口浩一郎 f<座談会>セクシャル・































































(52) なお，雇用の場以外のセクシュアル・ハラスメントである (16・40)，(21)， (23)， 




























(59) 判時1539号111頁， 116頁。労判670号20頁， 26頁。






































(68) Burlington Industries， Inc. v. Ellerth， 524 U. S. 742， 118 S. Ct. 2257， 141 L. Ed 
2d 633. 
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“Among other things the policy should clearly designate the person to whom 
an aggrieved employ白 shouldmake his or her complaints and provide an alter-
native. This person is often the Human Resource Director， Office Administrator， 
or Vice President of a Company. No matter who the named person is， the com 










クマネジメント講座(5) J ]CAジャーナル47巻5号34頁， 35頁。
(84) 性暴力の被害者の支援団体のーっとして， IRape Crisis Survivors Net関西jが
ある。同団体は，ボランティアを育成するための「性暴力被害者支援のための『つ
























































































































































































http:/ /www.matsushita.co.jp/corp/ news/ official. data/ data. dir /j叫10110-1/jn
O10110-1. html 
(1仰) r松下 男女雇用機会均等法改正で『女性相談室Jを設置J1999年4月23日付電
波新開。
(10) 前掲注(101)電機ジャーナル158号13頁。
(ll) フリーダイヤルの受付時間は土日祝祭日を除く平日の9時から17時30分までで
あるが，この時間中に予約があった場合は就業時間以外の相談対応も可能である。
(シャープ労働組合機関紙)こだま842号 (2000年4月17日・ 5月1日合併号)。
(12) 鋤崎久乃(シャープ労働組合中央執行委員)rシャープにおけるセクシュアル・
ハラスメントへの対応J2000年1月10日付け電機連合1006号。
なお「シャープでは，セクシュアル・ハラスメントは許さないという方針を持っ
ています。このため，苦情処理委員会を開催したすべての案件については，事実関
係を調査の上，謝罪・行為者の配置転換・減給などの対応を行いました。J(鋤崎同
1006号)とシャーブの対応は厳格である。余談ながら， 2000年12月鋤崎氏に面談を
お願いしたのであるが，鋤崎氏の話では 1件でも「うやむや」にした例があると
相談窓口に相談をしてくれなくなるので，うやむやにしないという姿勢は堅持しな
ければならないということであった。また，カウンセリングについては，人の話を
聞くのに慣れた人が相談にのるのが望ましいので，カウンセリングの専門家にアウ
トソーシングすることを検討しているということであった。さらに，労組として職
場全体の問題として取り組んでいる以上，労組組合員でない管理職やその他の非組
合員についても労組としては救済の手を差し延べるつもりであるということであっ
fこ。
(113) r相談窓口と看板が出ておれば行きにくいでしょうから，電話で相談ができるシ
ステムがよいかもしれません。Jr例えば， Eメールで相談ができるということも一
つの方法です。」金井美智子/内藤早苗/苗村博子/養父知美『討論 セクシャル・
ハラスメントJ学際図書出版 (1998年)125頁(苗村・金井発言)。
なお，情報サービス会社の中には「セクハラ電話相談」をビジネスとして事業化
する会社も実際に現れている。例えば，ダ、イヤル・サービス株式会社(東京)は1999
年4月から「セクハラ電話相談Jビジネスを始め，顧客は90社を超えるという。 1999
年1月8日付毎日新聞(夕刊)， 1月12日付日経産業新聞及ぴ12月16日付読売新聞。
(14) 法的な環境が企業の内部規範に影響を与え，統治のあり方を変えるという例と
して，セクシュアル・ハラスメント問題は格好の題材であるとの指摘がある。石田
填「セクシュアル・ハラスメント問題を通じてみた企業の『法化J労働法律旬報1423・
24号 (1998年) 4頁。
(15) 企業にとって必ずしも株主の利益だけが優先されるわけではない例を，ジョン
ソン・エンド・ジョンソン社の社是が示している。同社は，会社が責任を果たすべ
き対象を①消費者②社員③地域社会④株主，としている。
86一一第14巻3・4号
http://www.j吋.co.jp/ credo.html 
http://www.j吋.com/who_is_jnj/cr_usa.html 
(l凶) 例えば，最近では，雪印食品の食肉すり替え事件と雪印乳業の食中毒事件，三菱
自動車のクレーム隠し事件，ブリヂストン米子会社のタイヤのリコール問題，三菱
電機の欠陥放置問題などが挙げられる。
(17) i株主だけでなく，顧客，従業員，地域住民ら企業活動を成り立たせている『利
害関係者』のすべてに責任を持ち，社会に受け入れられる企業を白指す。そうでな
ければ，長い巨で見て，利益もあげられず競争力もつかない。そんな企業の倫理性
を重視する考えが，少しずつ広まりつつある。Jiよい企業は，社会に評価され，長
く生き続けることができる。消費者の力で，そうした新時代の価値観を築きたい。」
2002年2月6日付朝日新聞社説「雪印危機企業価値を決めるのはJ。
(18) 山崎・前掲注(12)275頁。
一方， i今後，裁判所も改正均等法に定める使用者の配慮義務を尽くしている使用
者に対しては免責を認めていくべきである。Ji改正均等法21条を遵守することにつ
いて，損害賠償責任の免責という実体法上の効果が生じることがあってはじめてセ
クシュアル・ハラスメント防止の配慮義務が事業主に定着していくことが期待でき
ると考える。」とする見解がある。木下・前掲注(48)115頁。
(19) セクシュアル・ハラスメントは， i職場において」あるいは「雇用に関連してJ
行われる unweIcomeな行為のみならず， i学校・教育の場において」行われる行為
(iスクール・セクシュアル・ハラスメントJiキャンパス・セクハラ」とも呼ばれ
る)をも含めてセクシュアル・ハラスメントと呼ぶ場合もある。本表では対象に，
「スクール・セクシュアル・ハラスメントJをも広く含めた。「雇用」の場も「スク
ールjも区別せず，権力関係の下でのセクシュアル・ハラスメント事例を検討した
いという方々の便宜にかなうようにとの趣旨である。
例えば， i・・…観点からセクシュアル・ハラスメントを定義づけるならば，それは
『雇用や教育の現場等の指揮命令等支配従属関係の存在するところで，それらの関
係を背景として，行われる不快な性的言動によって，雇用や教育等の諸関係上の不
利益や環境悪化をもたらす違法不当な行為』のことJと広く論じる場合もある。水
谷英夫「日本におけるセクシュアル・ハラスメントの現状と判例の動向」法律のひ
ろば51巻5号8頁， 11頁 (1998年)。
「セクシュアル・ハラスメントは職場だけでなく，学校でも起こります。これを
スクール・セクシュアル・ハラスメント，とくに大学でのセクシュアル・ハラスメ
ントをキャンパス・セクシュアル・ハラスメントと呼ぴます。」大谷/牟田/樹村/
池上・前掲注(20)141頁(牟田)。
「一般企業で起こるセクシュアル・ハラスメントと，教育・研究の場である大学
で起こるセクシュアル・ハラスメントとの違いと言えば，大学のほうがその特殊な
構造ゆえに被害が隠蔽されやすく，訴えるのにかなり勇気がいるということだろ
う。」宮・前掲注(6 ) 175頁。
他に，萩原玉味「現代キャンパス・セクシュアル・ハラスメント考一法的概念を
中心に，その意義と対策をめぐって-J明治学院論叢[法学研究]64号257頁 (1998
職場におけるセクシュアル・ハラスメント問題の現況と「対策モデル」の再検討 87 
年)が詳しい。
尚， íキャンノマス・セクハラ」と f~た用言吾に「アカハラ」カずある。「アカハラ」の
方は「“アカデミック"な場で起きている研究職に固有の性差別，セクシュアル・ハ
ラスメントJという意味で用いられるが，場面がより限定されている一方で，それ
は性的なものに限らずに用いられる場合(例えば，男性教授が男性助手をいじめる
場合)もあるようである。「大学で，上の立場の人間が下の者をいじめ，研究・教育
の場から追い出そうとする。これをアカデミック・ハラスメント，略してアカハラ
と呼ぶ。和製英語である。J2000年10月19臼付朝日新聞 (i窓 論説委員室からJ)。
他に，宮・前掲注(6)192頁参照。
性的な要素を含まない「アカハラ」の判決は上表に含めていない。そのような例
としては，県立医大の女性助手が上司の男性教授から研究妨害などのいやがらせを
受けたとして求めた国賠請求が一部認容された大阪地裁平成12年10月11日判決(判
時1737号66頁，労判799号23頁)がある。
(120) セクシャル・ハラスメント判例の一覧表作成にあたり，判例雑誌掲載の個々の判
例以外に，水谷英夫『セクシュアル・ハラスメントの実態と法理』信山社 (2001年)
xii頁，福島大学行政社会学部今野順夫教授のホームページ:
http://www.ipc.fukushima-u.ac.jp/-a012/sexual.htmlを参考にした。
(121) 本件事案では，原告が，性的人格権侵害(セクシュアル・ハラスメント)の意義
として， i雇傭上，信仰上，その他これに準ずる継続的な権力関係のもとにおいて，
これを利用してなされる」行為であると述べ，信仰上のセクシュアル・ハラスメン
トを問題にしている点異例でドある。
